
（別紙１） 

 

島根県防災ヘリコプター緊急運航基準 

 

 

１ 基本要件 

  防災ヘリコプターの緊急運航は、原則として、次の基本要件を満たす場合に行う。 

 (1) 県土及び県民の生命、身体及び財産を災害等から保護することが目的である場合 

 (2) 緊急にヘリコプターが運航を行わなければ、県民の生命、身体及び財産が重大な  

危険にさらされる恐れがあるほどの、差し迫った必要性がある場合 

 (3) 防災ヘリコプター以外の手段では、十分な活動効果が期待できない場合 

 

２ 該当事由 

  防災ヘリコプターの緊急運航該当事由は、次のとおりとする。 

 (1) 災害対策活動 

 (2) 火災防御活動 

 (3) 救助活動 

 (4) 救急活動 

 

３ 緊急運航基準 

  防災ヘリコプターの緊急運航該当事由の運航基準は、次のとおりとする。 

 (1) 災害対策活動 

  ア 被災状況等の情報収集・伝達活動 

    災害が発生する恐れ、又は発生した場合で、広域にわたり情報収集活動や避難   

誘導等の情報伝達活動を行う必要があると認められる場合 

  イ 緊急輸送 

    災害が発生した場合で、被災地に救援物資、医薬品及び人員等を搬送する必要   

があると認められる場合 

  ウ その他 

    災害対策上、ヘリコプターによる活動が特に有効と認められる場合 

 (2) 火災防御活動 

  ア 被災状況等の情報収集・伝達活動 

    大規模火災等が発生し、又は延焼拡大の恐れがあり、広域にわたり情報収集活   

動や避難誘導等の情報伝達活動を行う必要があると認められる場合 

  イ 空中消火活動 



    大規模林野火災が発生し、地上消火活動が地理的に困難であると認められる場   

合 

  ウ 消火資機材等の搬送 

    大規模林野火災等において、地理的に資機材等の搬送が困難な場合 

  エ その他 

    火災防御活動上、ヘリコプターによる活動が特に有効と認められる場合 

 (3) 救助活動 

  ア 事故等における捜索・救助活動 

  イ その他 

    救助活動上、ヘリコプターによる活動が特に有効と認められる場合 

 (4) 救急活動 

  ア 傷病者の救急搬送 

    離島、山村等の交通遠隔地並びに高速道路等の事故現場から、緊急に傷病者の   

搬送を行う必要があると医師が認め、かつ医師が搭乗する場合 

  イ 転院搬送 

    県内の中核医療機関等から県内遠隔地の高度・先進医療機関へ、緊急に傷病者   

の搬送を行う必要があると医師が認め、かつ医師が搭乗する場合 

  ウ 救急活動上、ヘリコプターによる活動が特に有効と認められる場合 

 


